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研究成果の概要： 

本研究は、大学卒業生のキャリア形成にかかる長期的な効用という観点に着目して大学教育
点検・評価のための方法論を検討した。また、そうした方法論の検討をふまえて、欧州 15 ヵ国
と日本とで共通の枠組みによる卒業生調査を企画・実施した。特に、日欧で要求されるコンピ
テンシーと、大学教育との関連を考察するために、また、そうした卒業生調査などの各大学で
の活用状況など関連調査を実施した。 

その結果、大卒者の年齢・経験プロフィールとも関連しつつ、日本と英国とで大学教育の効
用の遅効性がともに確認され、大学教育と企業内等での訓練・能力開発枠組みを総合的に比較
することの重要性が明らかになった。卒業生調査の方法論については、課題としての認知は拡
がりつつあるが、学術的検証を想定すれば、複数機関による組織的な取組が不可欠であり、そ
の実施体制の開発が課題となっていることが解明された。 
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１．研究開始当初の背景 
大学教育の点検・評価が多面的に展開して

いく中で、教育の成果をどのように評価して
いくのかが大きな課題となっている。 

日本の大学では、教育の成果を探る場合に
も、その導入の容易さのため大学生による授
業評価が普及してきた程度であり、いわば学
生を消費者として限定的に位置づけている
にすぎない。また新規学卒定期一括採用の日
本型就職が発達しているため、あらためて卒
業以後の中長期的なキャリア形成を研究す
る社会的な関心が薄く、吉本らの一連の共同
研究がある程度であった。 

これに対して欧州では「ボローニャ・プロ
セス」の展開とともに、新たに学士レベルを
導入する国々でその社会的有用性を考える
ことが喫緊の課題となっている。ただし、欧
州の高等教育研究においては、長期課程での
専門的な教育と、行政管理・専門的職業との
基本的対応を前提として議論が展開してき
たため、英国などより短期の一般的な教育と
企業内での育成メカニズムとの関連につい
ては例外的位置づけにされがちであった。本
課題のように、日本を比較対象として加える
ことで、英国－欧州大陸諸国という見方を相
対的に位置づけ、欧州内の大学教育の機能、
大学と経済社会との連携・機能分担の多様な
形態についての理解を深め、他の社会的な課
題との関わりで高等教育を適切に位置づけ
ていくことが可能になるはずである。 
 
 
２．研究の目的 

本研究は、卒業生調査を通して高等教育の
成果を点検・評価するための欧州 15 ヶ国の
共同研究(Reflex)に日本から参画し、大学教
育を、授業終了時の学生による授業評価にと
どめることなく、長期的なキャリア形成にか
かる効果という観点から総合的に把握し点
検・評価するための枠組を確立し、するとと
もに、共通枠組みでの卒業生調査を実施し、
高等教育研究における教育の成果研究の向
上・充実に寄与することを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 

本課題では大きく、①量的調査（欧州との
共同実施による卒業生調査）、②質的調査 
の２つに分かれて、それぞれ研究を実施した。 
 

① 量的調査（卒業生調査） 
欧州委員会資金による欧州 9ヶ国の共同研

究(REFLEX  
http://www.fdewb.unimaas.nl/roa/reflex/
index.htm)に日本から準メンバーとして参
加した。準メンバー国を含めた調査全体では、
13 ヶ国 33,580 名の卒業生データが収集され

ている。日本では、2001 年度大卒者を対象母
集団とし、全国代表サンプルを得るために、
地域性、機関種別、専攻分野、大学序列など
の層化を行い調査サンプル設計を行った。調
査の実施は郵送調査と web 調査
(http://www.j-reflex.jp/)で行い、全国 60 
大学 82 学部・研究科、：2,501 名（うち大学
学部卒 2,279、大学院卒 222、有効回収率
18.1％）から回答を得ている。 
本卒業生調査では大きく、在学中の状況、

卒業後の初職および現職の状況、在学中に獲
得した能力と仕事で必要な能力、仕事と学
歴・専攻との対応、大学教育への評価などが
設問項目となっている。 
② 質的調査 
質的調査のパートでは、①卒業生調査以外、

具体的には、大学教育成果点検・評価方法に
関する調査の実施、国内外訪問調査を実施す
ることで、本課題へアプローチした。大学教
育成果点検・評価方法に関する調査は、最初
に、全国の大学学部（悉皆：回答学部 843 学
部、有効回収率 42.6%）に対し、実施してい
る教育成果点検・評価方法、特に卒業生調査
実施学部については、内容や方法などの詳細
を尋ねることで全体像を把握し、その結果を
基に特色ある取組をしている学部へ訪問調
査を実施した。国外訪問調査については、特
に、エンプロヤビリティ（雇用されうる能力）
を軸に大学教育を充実させる動きが出てい
る英国において、その現状と課題、特に伝統
的な大学と比較的新しい大学との比較を考
慮しながら、調査を実施した。 
なお、これら２つの調査実施の前に、理論

枠組検討として、海外研究協力者を呼んだワ
ークショップや研究会を実施し、調査実施後
には分析結果の検討会を実施したほか、
Reflex 本体の研究会にも随時参加し、理論枠
組検討や結果検討を実施した。 
 
 
４．研究成果 
(1)大学教育の成果点検・評価の方法として
の卒業生調査をめぐって 
本研究最終報告書では、「卒業生を通した

「教育の成果」の点検・評価方法の研究」（吉
本圭一）論文において、卒業生調査、教育の
成果の点検・評価、教育の改善という PDS サ
イクルの確立の必要性とさまざまの課題、そ
の課題解決にむけての議論を行い、またこれ
までの代表的な卒業生調査として、九州大学
と日本労働研究機構による「日欧卒業生調査
（CHEERS 調査）」および短期大学基準協会に
よる「短大卒業生のキャリア調査」の目的・
分析枠組みと知見、教育改革・改善に向けて
の示唆を論じた。 
「大学学部における卒業生調査の活用―

全国学部悉皆調査から－」（稲永由紀）では、



 

 

大学設置基準第２条の２「大学は、学部、学
科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的
その他の教育研究上の目的を学則等に定め、
公表するものとする」とされているにもかわ
らず、全国の大学学部の 53％が、過去 5年間
に一度も卒業生の調査をしていないことを
明らかにしている。卒業生など学外へのコン
タクトもなくどのような人材養成について
の目的が設定しうるのか、日本の大学教育に
おける PDCA サイクルが内輪の議論に留まっ
ていることの問題が明らかになった。 
 他方、「大学教育の受容過程の日欧比較」
（村山詩帆）では、REFLEX 調査の分析を通し
て、日本において大学教育が職業的な対応性
など手段的／道具的に受容されているので
はないことを明らかにした。それ故、そうし
た職業的な有用性を点検・評価することが、
むしろ大学教育の正統性を浸蝕するものな
のではないかという懸念について今後検討
すべき課題となることが明らかになった。 
 
(2)日欧卒業生調査データの解析から 
 最終報告書において、また関連論文を通し
て得られた主な分析結は以下のとおりであ
る。 
 REFLEX 調査の主な結果として、(1)大学教
育は、日欧とも卒業時点での就職よりもキャ
リア形成や人格形成に役立つことが明らか
になった。(2)大学教育では、日欧ともに、
全般に講義、レポート、学術性が重視されて
いた。インターンシップの重視度は日本では
11 項目中で最低、逆に「客観式テスト」の比
重は欧州諸国よりも高かった。また、インタ
ーンシップだけでなく、アルバイトを含む大
学の専門と関連した就業経験がある者ほど
大学教育の有用性を高く評価していること
が明らかになった。(3)卒業直後に大学卒に
ふさわしい仕事についている卒業生は、日本
で必ずしも高くなかった。しかし欧州内でも
国ごとにその大学教育の適切性の評価の違
いは大きく、英国で関連する仕事に就いてい
る比率は、欧州大陸系諸国とくらべて低く、
日欧に共通性が大きいことがわかった。(4)
卒業後 5 年を経過すると、英国や日本では、
大学卒にふさわしい仕事についている卒業
生が顕著に増加している、などの知見が得ら
れている。 

「日仏高等教育における学術性と職業性」
論文（吉本圭一）では、REFLEX 調査データの
うち日仏に対象を絞り込み、大学教育プログ
ラムの志向性に注目し、銘柄大学と一般大学
との比較分析を行った。日本の銘柄大学卒業
者は経済社会で一定の高い社会的評価を得
ているのだが、それは大学の教育志向性であ
る＜学術性＞が期待され、またその次元での
知識獲得することによってとは必ずしもい
えないことが明らかになった。経済社会の側

はむしろ＜共働する力＞を求めている。この
共働の力は、銘柄大学だけでなく一般大学に
も同様に期待されており、また両者の教育志
向性の違いにもかかわらず、獲得度は両者同
程度であることが明らかになった。 
日本の場合、経済社会から専門性要求がな

いため、エリート機関の学術志向性に基づい
て形成された専門性や能力は社会的に有用
なものと認知されにくい。このことは、日本
の高等教育が人的資本理論よりも社会的選
抜論によってよりよく説明されることを示
しているようにも見えるが、本稿の知見はそ
れにとどまらない。重要な点は、Halsey ら
（1997）のいう「柔軟性パラダイム」にかか
る「共働」の力が社会的に期待され、多様な
機関がそれぞれにその期待に一定範囲で応
じていることである。つまり、それは、学術
志向性の機関を通して獲得しうることもあ
れば、職業志向性の機関を通して獲得しうる
ということである。 
 「職場における大卒者の能力発揮」（小方
直幸）においては、卒業時と調査時の日英仏
独の能力蓄積の分析を行い、従来のレリバン
ス論に対する批判的検討を行った。まず、マ
ッチ－ミスマッチの議論については、大学教
育を職務遂行の基礎や土台としてというよ
りも完成教育とみなし、職務遂行能力と大卒
時の能力に距離があれば、レリバンスが低い
と論じてきたし、他方で、もう一つのオーバ
ー・エデェユケーションの議論は、職務内容
に変化がないことを前提とし、初職の段階で
大学教育が過剰気味であれば、それがその後
も継続するという立場をとってきた。 
しかし、大学を職業教育の完成教育機関、

職務内容も不変を前提とする固定的な見方
は、誤った解釈に導く危険性がある。大卒者
の年齢が若い日本だけでなく、相対的に年齢
層が高いヨーロッパにおいても、保有能力の
活用度が初期キャリアを積む段階で高まっ
ているケースが少なくないし、保有能力と要
求能力のギャップは、むしろ高度な職務に就
いている者ほど顕著であった。すなわち、能
力ギャップの存在は、大学教育の職業的レリ
バンスの低さを意味するものでは必ずしも
ない。 
すなわち、大学での学習は仕事の遂行能力

のあくまで基礎や土台に過ぎず、大卒者の従
事する仕事内容も初期キャリアのプロセス
で変化するため、職場での要求能力の変化や
職場における積み増しとしての能力形成を
視野に入れる必要がある。こうした初期キャ
リアを包摂する総合的な見方が、第３のレリ
バンス分析として求められていることを明
らかにした。 
「組織イノベーションと大卒者の初期キ

ャリア」（亀野淳）では、日本の知識活用度
や教育有用度が低い要因として、卒業後５年



 

 

程度では、知識活用度の低い事務的職業に従
事している割合が相対的に高く、逆に、知識
活用度の高い専門的職業の割合が低いこと
があげられる。また、市場環境、イノベーシ
ョンを取り入れる風土、組織内の責任や自律
度など卒業生が属している組織が知識活用
などに大きな影響を及ぼしていることが、国
の枠組みを超えて共通的にみられた。 

「専門職志向アプローチと会社に忠実で
柔軟性のある社員という伝統的アプローチ
を新たな観点から統合することが焦眉の急
になっている」とタイヒラーが指摘するよう
にグローバル経済化が進む中で世界各国の
あらゆる産業、規模の組織が、同じ方向に向
かい収斂していくのか、それとも、産業特性
などに応じて一部の組織が収斂し結果とし
て国別の平均的な姿が近似する一方で、それ
ぞれの国内では多様な組織で働く労働者が
混在していくのか、という論点も、今後の興
味深い検討課題である。さらに、もし後者で
あるのなら、それぞれの国内において多様な
組織で働く労働者を育成するための高等教
育の多様性をどのように確保していくのか
が、重要な課題となることを論じた。 
 また、今回の REFLEX プロジェクトの前身
である CHEERS プロジェクトの調査データに
ついても、本研究グループでは集中的に再分
析を行った。特に『高等教育、キャリア、コ
ンピテンシーの日蘭比較』（日本側編者・吉
本圭一・稲永由紀）、「高等教育におけるペダ
ゴジーとアンドラゴジー―日英独比較―」
（吉本圭一・稲永由紀・山田裕司）など、日
本の高等教育の高卒直後の伝統的学生への
学習モードと経済社会、初期キャリア形成モ
デルとの機能的連関についての研究成果を
公表した。 
 
(3)日欧におけるエンプロアビリティとキャ
リア教育論 

「欧州高等教育におけるエンプロヤビリ
ティ」（稲永由紀）では、雇用政策上のエン
プロヤビリティ議論が指し示した「就業困難
層」が高等教育においても様々な形で現れ始
めている点、欧州高等教育圏における重要課
題として認知されている点では、欧州内で基
礎的な共通理解はあるものの、グローバル化
ないしは EU の「調和」とローカルな文脈と
の狭間で、単に高等教育と労働市場との関係
を強化するための議論にとどまらない多様
な文脈が存在することが明らかになった。 

さらに、高等教育サイドからの個別能力に
帰するエンプロヤビリティの見方が、「就業
困難層」の枠にとらわれない能力開発の議論
としての展開を導いていることや、高等教育
において議論されているエンプロヤビリテ
ィ向上のためのスキルが、職業教育・訓練で
はなくアカデミックでないスキルになって

いることなど、同じエンプロヤビリティを巡
る問題でも、志向性がほぼ対極的とでもいえ
るほどに異なっていることが確認され。 
そこで、「英国の高等教育におけるエンプ

ロイアビリティ」（大森不二雄）に焦点を絞
ってみると、1990 年代以降のエンプロイアビ
リティ論の背景として、同時期に進行したグ
ローバル化や知識社会の到来などの環境変
化や拡大し大衆化する高等教育の変貌があ
り、エンプロイアビリティ育成の取組は、こ
れらを踏まえ、教育の雇用・経済に対するレ
リバンスの確保と多様化した学生に対する
教授・学習の改善を併せ持った対応であるこ
とが分かった。このような課題は、基本的に
は日本にも当てはまるものであり、エンプロ
イアビリティ概念の日本の文脈での適用可
能性が示唆された。さらに、そこから、エン
プロイアビリティを、アカデミックな大学教
育と対立的に捉えたり、外側にあるものとし
て位置付けたりするのではなく、学問を基盤
とした大学教育におけるエンプロイアビリ
ティ育成の可能性や、学士課程カリキュラム
全体の課題として捉える視点の重要性が論
じられていることも明らかになった。 
 「日本におけるエンプロイアビリティ論と
キャリア許育・職業教育」（吉本圭一）では、
そうした欧州におけるエンプロアビリティ
論の展開と大学教育の革新への取組事例を
踏まえながら、日本における「キャリア教
育・職業教育」の議論展開の特性を分析し、
また今後の研究課題を論じた。 
 1999 年の中教審「接続答申」以後、多くの
学校段階で「キャリア教育」が課題として取
組まれてきた。「答申」およびその後の政策
文書は直接には中等教育段階に焦点をあて
たものが主であり、文部科学省・国立教育政
策研究所が提示した「4 領域・8 能力」など
の進路指導の改善に関わる「勤労観・職業観」
に関わる目標論をもとに、各教科・領域を通
しての普及がなされている。これに対して、
日本の高等教育においては、就職困難やフリ
ーター論の影響を受け、長期のキャリアに向
けての支援、個別カウンセリングの重視とい
う就職指導の改善を総称する概念として議
論が始まり、教育活動支援のための各種政策
的競争資金での取組において広範に用いら
れ、さらに「社会人基礎力」「就職基礎能力」
など、企業・経済サイドからの要請にもとづ
いて、学士課程カリキュラムやその外側の教
育活動をまで含めて、多様に用いられるよう
になった。そうした議論の多様性は、知識、
技能、態度等の目標論の多様性であって、い
まそれらの収斂・総合に多くの関心が向かっ
ているが、今後は、教育活動・方法の吟味を
行い、特にインターンシップ等「経験による
教育」の方法に焦点をあて、理論的検討が重
要な課題となっていることを指摘した。 
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